
寄附に係る優遇措置のご案内（法人様用） 
 
平成２４年４月１日からの公益財団法人への移行により、当協会は税法上の特定公益増進法人とな

りました。 
これに伴い、法人の皆様からのご寄附について、税法上の優遇措置が受けられるようになりました。

すなわち、当協会に対する寄附金は、一般の寄附金の「損金限度額」と別枠で「特別損金限度額」ま

で損金算入が認められます。 
 

 
これに加え、別枠として以下が損金算入できます。 
  

 
 
この制度の適用を受けるためには、法人税の確定申告の際に、「寄附金の損金算入に関する明細書」 

の添付と当協会発行の領収書及び控除を受けるための証明書を保存して頂くことが必要です。 
 
例）資本金２００百万、所得６０百万(寄付金支出前) の法人様の場合 

 
 
 一般の寄附金の損金算入限度額 

a) ２００×（１２／１２）×０.２５％ 
＝０.５ 

b) ６０×２.５％＝１.５ 
（a +b）×１／４＝０.５ 
損金に算入出来るのは０.５百万 

 
 

 

 

 
 

当協会に対する寄附金の特別損金算入限度   
c) ２００×（１２／１２）×０.３７５％

＝０.７５ 
d) ６０×６.２５％＝３.７５ 
（c＋d）×１／２＝２.２５ 
損金に算入できるのは２.２５百万 
 
 
 

一般の寄附金の損金算入限度額＝（ａ 資本金基準額＋ｂ所得基準額）×１／４ 
 
 但し、ａ）資本金基準額＝期末資本金等の額×（当期の月数／１２）×０.２５％ 
    ｂ）所得基準額＝当期の所得の金額×２.５％ 

特定公益増進法人（当協会）に対する寄附金の特別損金算入限度額＝（ｃ資本金基準額＋ 
ｄ所得基準額）×１／２ 
 
 但し、ｃ）資本金基準額＝期末資本金等の額×（当期の月数／１２）×０.３７５％ 
    ｄ）所得基準額＝当期の所得の金額×６.２５％ 

この設例では、0．5百万＋２.２５百万円に寄附金の損金算入限度が拡大します。 

＊損金算入限度額は、その法人の資本金や所得金額によって異なります。詳しくはお近くの税務署、

税理士会相談室や税理士にご確認ください。 

＜一般の寄付金の損金算入限度額＞ 

＜特別損金算入限度額＞ 

この部分は別枠

として損金算入 


